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社会福祉法人身延山福祉会 



地域密着型介護老人福祉施設みのりの里まるたき運営規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人身延山福祉会（以下、「身延山福祉会」という。）が設置する、

地域密着型介護老人福祉施設みのりの里まるたき（以下「事業所」という。）が行なう、地域密着

型介護老人福祉施設の事業（以下「当該事業」という。）の適正な運営を確保するために、人員及

び管理運営に関する事項を定める。 

（基本方針） 

第２条 当該事業は、固有の人格を有する個々の入居者の人権と尊厳に最大限配慮し、入居以前の

生活から心理的・環境的に隔離されることなく、ユニット内での共同生活も含め、社会的な関係

性の中で可能な限り自律的に役割のある社会生活を維持すること、更には入居以前の生活の再獲

得も視野に入れながら、潤いのある日常の暮らしに必要な支援を提供するものとする。また、入

居者が人生の終結を施設内で穏やかに迎えることができるよう、必要な環境の整備を行なう。 

（運営の方針） 

第３条 運営の方針は次のとおりとする。 

  １ 事業所は、入居者の生活歴や個性、心身の特性等を踏まえながら、その有する能力に応じ自

律した日常生活を営むことができるように、潤いのある暮らしに必要な適切な支援を提供する。 

 ２ 事業の実施に当たっては、入居者とその家族、関係行政機関、地域の保健・医療・福祉サー

ビス、ボランティア団体、地域住民等との綿密な連携と総合的なサービス調整を図る。 

 ３ 事業者として、入居者の意思及び人格を尊重し、自らその提供する事業の質の評価を行ない

常にその改善を図る。 

（事業所の名称） 

第４条 当該事業を行なう事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

   名 称  地域密着型介護老人福祉施設みのりの里まるたき 

   所在地  山梨県南巨摩郡身延町丸滝５８５番地１ 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第５条 事業所に勤務する職員の職種、最低員数及び職務内容は次のとおりとする。 

（法に規定された職種については本体施設みのぶ荘と兼務） 

 １ 管理者          １名 

   管理者は職員等の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

 ２ 生活相談員        １名 

生活相談員は、入居者及び家族の必要な相談に応じるとともに、適切なサービスが提供され

るよう、事業所内のサービスの調整、居宅介護支援事業者等の関係機関、及び地域住民等との

連携において必要な業務を行なう。 

 ３ 機能訓練員        １名 

   機能訓練員は、入居者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するために必要な機能

訓練等を行なう。 

 ５ 介護職員         ９名以上 



   介護職員は、入居者の個性、心身の状況等を適格に把握し、入居者に対し適切な支援を提供

する。 

 ６ 看護職員         １名以上 

   看護職員は、入居者の日常的な健康状態の確認を行なうとともに、他職種との連携の下、入

居者の暮らしを支える支援を行なう。 

 ７ 栄養士          １名 

   栄養士は、個々の入居者の嗜好や心身の状態に合わせた献立の作成及び栄養管理を行なうと

ともに、調理員への衛生指導並びに入居者の意向等を踏まえた他職種共働のマネジメントを行

なう。 

 ８ 調理師及び調理員     必要人数 

   調理師及び調理員は、食事の調整及び配膳を行なう。 

９ その他の従事者      必要人数 

   その他の従業者の職務内容については、事業所の管理者が別に定める。 

１０ 介護支援専門員      １名 

介護支援専門員は、施設サービス計画を作成するとともに、その作成にあたっては、適切な

方法で入居者の暮らしにくさの本質や在宅復帰の可能性等について専門的見地から分析（アセ

スメント）する。また、必要に応じ施設サービス計画の評価変更を行なう。 

１１ 医師           ２名 

   医師は、定期的に回診を行ない、入居者の健康管理及び診療に関する業務を行う。 

（定員に関する基準） 

第６条 当該事業は、その定員を１ユニットにつき９人、２つのユニットは１０人、合計で２７人 

とする。 

（設備）  

第７条 事業所は、以下の専用設備を設けるものとする。 

 １ 居室         ４ 便所 

 ２ 浴室           ５ 共同生活室 

 ３ 洗面設備 

（地域密着型介護老人福祉事業の内容及び料金等） 

第８条 当該事業は、入居者の安寧な人生と要介護状態の軽減または悪化の防止を目標に、心身の

状況に応じて作成したサービス計画に基づき、潤いのある可能な限り自律的な日常生活に必要

な適切な支援を提供するとともに、関係行政機関や居宅介護支援事業者その他の保健医療サー

ビスまたは福祉サービスを提供する者との密接な連携により、当該事業の提供の開始前から終

了後に至るまで、入居者が継続的に適切な支援を活用できるように努める。当該事業の内容は

次のとおりとする。 

１ 日常生活の支援 

  日常の各場面における生活行為の遂行に必要な支援を適切に行なうとともに、その自律性の

向上に資する方法を入居者と共有し活用できるような支援を行なう。また、家族等や関係機関、

ユニット内や地域社会における社会的関係性の継続を意識した支援を行なう。また、行政手続



等に困難が生じる場合は、これを代行する。 

２ 食事 

  栄養士の作成する献立表により、栄養並びに入居者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を

提供するとともに、入居者個々の希望や特性に応じ、「食事をゆっくり楽しむ」ための支援や環

境整備、時間の調整等を行なう。 

 ３ 入浴 

   入浴の支援を個々の入居者の暮らしに合わせて適切に行ない、体調不良などのやむを得ない

理由により入浴ができない場合は清拭を行なうものとする。 

 ４ 排泄 

   排泄行為の自律性を可能な限り保つために必要な支援を入居者個々に合わせて適切に行なう

とともに、必要に応じて適切な排泄用品を使用すること等により、快適に生活することができ

るように支援する。 

 ５ 機能訓練 

   入居者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の維持・改善又はその減退

を防止するための訓練や生活機能の活性化を目的としたレクリエーション、行事等を行なうも

のとする。 

 ６ 健康管理 

   嘱託医師及び看護職員は、日常的に入居者の健康状態に注意し、疾病の早期発見や予防等、

健康保持のための適切な措置をとるよう努める。また、褥瘡が発生しないよう適切な支援を行

なうとともに、その発生を防止するための体制を整備するものとする。 

７ その他の生活支援 

  ア 社会生活者としての役割の継続が可能となるようできる限り配慮する。 

  イ 入居者個々の生活歴や個性等を尊重しながら、社会的・文化的生活の構築を図る。 

  ウ 当該事業の利用が潤いのある人生の一部となるよう、入居者個々の趣味や嗜好に配慮した

生活空間・時間の構築を図る。 

  エ 人生の終末を、連続した死生の一部として可能な限り穏やかに迎えていただくことができ

るよう、看取りの支援の充実を図る。 

２ 前項の各号の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、法定代理受領サービ

スに係る利用料は、介護保険法に定められた額とする。 

３ 入居者に提供する食事に要する費用及び居住に要する費用を徴収する。 

４ その他、入居者またはその家族等の自由な選択に基づき提供される日常生活上の便宜につき、

その実費を徴収することができるものとする。 

５ 費用の支払いを伴なうサービスを提供する場合は、入居者またはその家族に対して事前に文書

で説明した上で支払いに同意を受けることとする。 

 （施設サービス計画の作成等） 

第９条 計画担当介護支援専門員は、入居者の希望や生活課題を把握し、入居者の家族の希望も勘

案しながら、入居者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決す

べき課題、サービスの目標及びその達成時期、サービスの内容、留意事項等を記載した施設サー



ビス計画を作成する。 

２ 計画担当介護支援専門員は、入居者に対して当該事業の提供に当たる他の担当者を招集し、サ

ービス担当者会議を開催し、当該施設サービス計画の原案の内容について、担当者から専門的な

見地に基づく意見を求めるものとする。 

３ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の内容について入居者またはその家族に対して

説明し、文書により同意を得た上で当該施設サービス計画を入居者に交付する。 

４ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成後、施設サービス計画の実施状況把握の

ため、定期的に入居者と面接を行ない、必要に応じて施設サービス計画の変更を行うものとする。 

（身体拘束等の禁止） 

第１０条 当該事業の提供に当たっては、当該入居者または他の入居者等の生命または身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他入居者の行動を制限する行為を行わない

ものとする。 

２ 前項の身体拘束を行う場合は、その態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録するものとする。 

（当該事業の利用に係る留意事項） 

第１１条 入居者及びその家族等は、次の事項について留意しなければならない。 

 １ 他の入居者及びその家族等との融和を図るよう努めること。 

 ２ 喫煙は管理者が指定した場所で行なうこと。 

３ 火器の取り扱いには十分注意すること。 

４ 小動物等のペットの飼育は管理者の同意を得ること。 

５ その他、特に管理者が定めたこと。 

（緊急時等の対応） 

第１２条 入居者の心身の状況に異変その他緊急事態が生じた時は速やかに主治医或いは嘱託医に

連絡し、医師の指示に従って適切な措置を講ずる。 

２ 急変に備えるため、平時より回診時に入居者の心身の状況について主治医等と情報の共有化を

図るとともに、日常と異なる状況を確認した際は、医師に連絡し対応を協議する。 

（事故発生時の対応） 

第１３条 介護サービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに保険者、家族等に連絡を

行なうとともに、適切な措置を講ずる。また、事故の再発防止のため委員会を開催し原因の究明、

対応策等を介護職員その他の従業者に周知徹底を図り、定期的に研修を実施する。 

（感染症対策の徹底） 

第１４条 当該事業所における感染症または食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討す

る委員会を１月に１回開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹

底を図り、定期的に研修を実施する。 

（非常災害対策） 

第１５条 当該事業のサービスの提供中に、天災その他の災害が発生した場合、従業者は消防計画

に定める入居者の避難等適切な措置を講ずる。また、管理者は日常的に具体的な対処方法、避難

経路及び協力機関等との連携方法を確認し、災害時には避難等の指揮をとる。 



２ 消防法施行規則第３条に規定する消防計画を策定し、消防法第８条に規定する防火管理者を配

置する。 

３ 非常災害に備え定期的に避難訓練を行なう。 

（職員研修） 

第１６条 事業所は、従業者の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとする。

また、業務態勢を整備する。 

 １ 採用時研修  採用後６ヶ月以内 

 ２ 継続研修   年１回以上 

（苦情の処理） 

第１７条 入居者及びその家族等からの苦情を処理するために講ずる措置の概要は、事務所に掲示

するとともに、サービスの内容の説明に掲載する。 

（個人情報の保護） 

第１８条 従業者は、業務上知り得た入居者またはその家族等関係者の個人情報の保護を厳守し、

その使用に当たっては「個人情報の保護に係る同意書」に基づいて対応するものとする。 

２ 従業者は、業務上知り得た入所者またはその家族に係る個人情報を当該事業所の従業者でなく

なった後においても保持しなければならない。また、事業者は、従業者であった者が業務上知り

得た利用者またはその家族の秘密を漏らすことのないよう、必要な措置を講じる。 

（運営推進会議） 

第１９条 事業所は、周辺地域との相互理解を深め、地域の中で、地域とともに活動するために、

利用者、利用者の家族、事業所の所在する市町村の職員、地域住民の代表により構成される運営

推進会議を設置する。 

２ 本事業所は２か月に１回運営推進会議を開催して活動状況を報告し、運営推進会議による評価

を受けるとともに、運営推進会議からの要望、助言等を聴く機会を設ける。 

（その他） 

第２０条 この規程に定める規定の他、その運営に関する重要事項は、管理者が定めるものとする。 

 

 

  附 則 

この規程は平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は平成２８年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規程は平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は平成３０年４月１日から施行する。 


